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第７６号 （令和４年７月４日）

https://www.nenkin.go.jp/

アカウント名（@Nenkin_Kikou ）

■ はじめに

■ 機構からの連絡

・ 各種取組事業のスケジュールについて

・ 令和４年度も、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響による国民年金保険料の臨時特例免除

申請ができます。（令和４年７月～令和５年６月）

・ 特別徴収事務ご担当者様へ

・ 令和４年１０月から被用者保険の適用拡大が行われます

・ 令和４年度「わたしと年金」エッセイを募集しています！

・ 「国民年金関係の主な届書に係る記入例」を新たに作成しました

・ 市区町村職員向けの研修資料を日本年金機構ホームページに掲載しました

・ 国民年金保険料のご案内を民間委託しています。

■ 障害年金講座

■ 広報の広場

■ 地域の独自情報

■ 編集後記

皆様こんにちは！７月号の「かけはし」をお届けします。

さて、本号では、令和４年度の臨時特例免除申請に関する内容のほか、公的年金からの特
別徴収依頼通知における留意事項に関する内容を掲載しています。

また、障害年金講座では、障害状態確認届に関する内容をお伝えしています。

ぜひ日々の業務にお役立てください。

引き続き、市区町村の皆様との「かけはし」となるよう努めてまいりますので、ご理解と
ご協力をよろしくお願いいたします。
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【記号の区分】

■（定例）…毎年定例の実施分、●（単発）…今回限りの単発実施分、▲（新規）…新規の実施分
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機構からの連絡

各種取組事業のスケジュールについて

（事業推進統括部）

平素より年金事業にご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。

日本年金機構において、令和４年６月から令和４年10月に実施を予定している取組事業

や各種発送物の送付時期につきまして、下記のとおりお知らせいたします。

※ 変更となる場合がありますので、あらかじめご了承ください。
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令和4年 6月

令和4年 7月

■（定例） 統合通知書（年金振込通知書・年金額改定通知書）の送付

■（定例） 年金生活者支援給付金統合通知書（給付金振込通知書・給付金額改定通知
書）の送付

■（定例） 国民年金保険料納付書の送付（７月定時分）

令和4年 9月

令和4年 10月

■（定例） 令和４年分扶養親族等申告書の送付

→ 詳細は、次号の「かけはし」でお知らせします。

■（定例） 年金生活者支援給付金の請求書（ターンアラウンド様式）の送付

■（定例） 国民年金保険料の免除等申請勧奨を実施（ターンアラウンド申請用紙の送

付）

→ 詳細は、次号の「かけはし」でお知らせします。
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令和４年度も、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響による国民年金保険料の

臨時特例免除申請ができます。（令和４年７月～令和５年６月） （国民年金部）

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年１月以降に収入が減少した場合は、

令和４年度サイクル（令和４年７月～令和５年6月）においても同様に申請ができます。

（令和４年度も引き続き臨時特例措置に基づく取扱いを継続します。）

１．新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年１月以降に収入が減少した方※1

２．令和３年１月以降の所得の状況からみて、当年中の所得見込み額※2が、国民年金

保険料免除基準相当※3・4になることが見込まれる方

対象者

令和元年度分として：令和2年2月分から令和2年6月分まで

令和２年度分として：令和2年7月分から令和3年6月分まで

令和３年度分として：令和3年7月分から令和4年6月分まで

令和４年度分として：令和4年7月分から令和5年6月分まで

申請対象期間

各申請年度と審査対象となる所得の関係は、次頁の一覧のとおりです。

以下、いずれも該当する方が対象になります。

（簡易な所得の見込額に用いることができる所得の期間が変更されています。）

※1 令和2年度分以前の申請については、令和２年2月から令和3年７月の間に収入が減少した方が対象となります。
また、令和3年度分の申請については、令和2年2月から令和4年7月の間に収入が減少した方が対象となります。

※2 令和３年１月以降の任意の月（収入が最も低い月）における所得額を12か月分に換算し、見込みの経費等を控
除し算出します。

※3 当年中の所得見込み額が一部免除基準相当に該当する場合は、それぞれの基準に相当する一部免除が適用にな
ります。

※4 免除等の判定においては、世帯主及び配偶者（納付猶予は配偶者のみ）も審査の対象となります。

※ なお、過去にさかのぼって申請できる期間は申請月から2年1か月前（すでに納付

済みの月を除く）までとなります。

＜ ＞July2022 Vol.76
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申請に必要なもの

申請書の提出先は、住所地の市区役所・町村役場の国民年金担当窓口、または年金事務所で

す。（感染防止の観点から、郵送での提出を推奨しています。)

なお、国民年金の加入手続きや保険料免除申請等の手続きについては、令和4年5月11日か

ら、マイナポータルを利用した電子申請ができるようになりました。

マイナポータルから電子申請により臨時特例免除を申請する場合は、「所得の申立書」の画

像データを添付する必要があります。電子申請について詳しくは日本年金機構のホームページ

（https;//www.nenkin.go.jp/）をご参照ください。

申請方法

［臨時特例免除の審査対象となる所得の一覧］

申請年度 臨時特例免除
対象期間 通常の審査対象となる所得 臨時特例免除の審査対象と

なる収入が急減した月

令和元年度 令和2年2月～令和2年6月 平成30年所得
（平成30年1月～平成30年12月収入） 令和2年2月～令和3年7月

令和2年度 令和2年7月～令和3年6月 平成31年所得
（平成31年1月～令和元年12月収入） 令和2年2月～令和3年7月

令和3年度 令和3年7月～令和4年6月 令和2年所得
（令和2年1月～令和2年12月収入） 令和2年2月～令和4年7月

令和4年度 令和4年7月～令和5年6月 令和3年所得
（令和3年1月～令和3年12月収入） 令和3年1月～

令和4年度サイクル（令和4年7月～令和5年6月）においても引き続き臨時特例措置に基づ

く取扱いを継続することになったことに伴い、令和3年度に臨時特例措置により全額免除、納

付猶予及び一部免除が承認された方に対し、令和4年度分の臨時特例免除の提出勧奨を実施い

たします。

提出勧奨

１. 国民年金保険料免除・納付猶予申請書

申請書⑫特例認定区分欄「３．その他」に〇をし、「臨時特例」と記入してください。

なお、令和元年度分と令和2年度分、令和３年度分、令和4年度分の申請を希望される場合
は、同時に申請可能ですが、年度ごとに申請が必要になりますので申請書は申請を希望され
る年度の数だけ必要です。（すでに令和元年度分、令和２年度分、令和3年度分を申請され承
認を受けている方は、令和4年度分のみ申請していただきます。）

２. 所得の申立書（簡易な所得見込額の申立書（臨時特例用））

記載内容は、次頁の記入例を参照してください。

なお、「所得の申立書」は、令和元年度分、令和2年度分については1枚で申請可能ですが、
令和3年度分・令和4年度分は様式が異なるため、それぞれの年度ごとに「所得の申立書」
の提出が必要になります。
ご案内の際はご注意ください。

＜ ＞July2022 Vol.76
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申請用紙・所得の申立書

日本年金機構ホームページ（https://www.nenkin.go.jp/）からダウンロードできます。

＜トップページの「新型コロナウイルス感染症関連情報」バナーより、1.国民年金被保険者の方へのリンク先をクリックしてください＞

※ お問い合わせ等ありましたら、年金事務所へのご案内をお願いします。

所得の申立書（記入例）

●任意加入被保険者の方はご利用できません。
●付加年金、国民年金基金に加入している方は、免除が承認されるとご利用できなくなります。
●失業や退職、事業の休廃止により保険料の納付が困難な場合は、この所得の申立書がなくても免除申請ができます。

注意事項

国民年金保険料の免除申請が可能です！

円 円 円

　
 

円 円 円

円 円 円

　 　

円 円 円

円 円 円

被保険者（申請者） 配偶者（夫または妻） 世帯主

Ａ　　令和３年１月以降の任意の１か月分の収入額（※1）

令和 　年 　 月 令和 　年 　 月 令和 　年 　 月

Ｂ　　収入見込額　（　Ａ　×　１２か月　）

控除等

事業収入、不動産収入を有する方（※2）

　Ｃ　Ｂの収入のうち、事業収入、不動産収入に係る必要経費の見込額（１２か月分）

給与収入、公的年金等収入を有する方（※3）

　Ｄ　Ｂの収入のうち、給与収入、公的年金等収入に係る給与所得控除、公的年金等控除の見込額（１２か月分）

Ｅ　各控除等の控除後の所得見込額　Ｂ　－　（　Ｃ　＋　Ｄ　）　→　表面の④に記載

（注）全額免除に該当しない場合でも納付猶予や一部免除に該当する場合があります。すべての免除区分の審査を希望する場合には、
「国民年金保険料免除・納付猶予申請書」の「⑨免除等区分」欄の記入は不要です。

承認の所得基準

それぞれの免除区分について、所得（E欄）が以下の計算式で計算した金額以下であることが必要です。※令和4年度免除・納付猶予申請の基準額

➀  申 請 対 象 期 間

　
円 円※ 円※

※配偶者や世帯主がいない場合や、配偶者や世帯主に②の収入減少がない場合は「なし」と記載

※配偶者や世帯主がいない場合や、配偶者や世帯主に②の収入減少がない場合は「なし」と記載

 収入が減少した後の所得見込額（簡易な所得見込額）をご記入ください。
  （裏面Ｅ欄の各控除等の控除後の所得見込額をご参考にご記入ください）

被保険者（申請者）の所得見込額 配偶者（夫または妻）の所得見込額 世帯主の所得見込額

※　 ※　

③

 収入が減少した者の氏名をご記入ください。
 　      ※新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した方の分のみ記載してください。

　　     　 記載のない方の分については、前年の所得に基づき審査します。

被保険者（申請者）氏名 配偶者（夫または妻）氏名 世帯主氏名

フリガナ フリガナ フリガナ

④

令和４年度分（令和４年７月分以降） ※令和４年度分は令和５年６月分までが対象となります。

➁

下記にチェック（☑）してください。

　

  □ 新型コロナウイルス感染症の影響により、収入が減少しました。

上記の申立の内容に相違ありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　日本年金機構理事長あて

令和　　　年　　　月　　　日 提出
 
住所

　　　　1

 
被保険者氏名

簡易な所得見込額の申立書（記入例）

①申請対象期間
この所得の申立書（臨時特例用）による申請対象期間は
令和4年度分（令和4年７月分～令和5年６月分）

となります。年度ごとに免除・納付猶予申請書及び所得
の申立書が必要となります。

③収入が減少した方の氏名
④減少後の所得見込額（控除後所得）
被保険者、配偶者や世帯主のうち※、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により収入が減少した方のみ記入して
ください。所得見込額の計算方法は、申立書の［裏面］
をご活用ください。
※配偶者や世帯主がいない場合や、配偶者や世帯主に減収がない
場合には、「なし」と記入してください。

※申請者が世帯主の場合には、世帯主氏名欄に「本人」
と記入してください。

D 給与収入のみの方の場合の例
･Ｂ欄の金額×40％ - 10万円
※上記式で計算した額が55万円に満たない場合は
「55万円」

［表面］申立書の②～④欄、左下の署名欄（提出日、住所、氏名）は必ず記入してください。

この記入例は、令和4年７月に収入が減少した場合（７月給与7.5万円）で給与収入のみの方（世帯主本人）・配偶者なしの場合の例です。

A 令和3年1月以降から申請月のうち収入が減少した任
意の月と、その月の収入額（減収後の額が最も低い金額
など）を記入してください。

C 事業収入や不動産収入を有しない場合は記入の必要
はありません。

E 給与収入のみの方の場合の例
・給与収入が55万円以下の場合 ：０円
・給与収入が55万円を超える場合：Ｂ欄の額－Ｄ欄の額

このE欄の結果を表面の④欄の「簡易な所得見込額」に記
入してください。

３５ 0 0 0 0 なし

年金 太郎
ﾈﾝｷﾝ ﾀﾛｳ

なし 本人

✔

［裏面］所得見込額計算シートは、④欄「所得見込額」を計算する際に
ご活用ください。

7

7 5 0 0  0 なし

9 ０ 0 0  0 ０

５ ５ 0 0 0  0

３ 5 0 0 0  0 

②チェックをしてください。

左下の署名欄をご記入ください。

4

全額免除
４分の３免除
半額免除

４分の１免除 168万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等
128万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等
88万円＋扶養親族等控除額＋社会保険料控除額等

（扶養親族等の数＋１）×35万円＋32万円

年金 太郎

○市○町1－2－3
○ ○ ○

令和４年度版

以下の記入例を参考に、所得の申立書の記入をお願いします。
この記入例は、令和4年7月に収入が減少した場合（7月給与7.5万円）で給与収入のみの方（世帯主本人）・配偶者なしの
場合の例です。

＜ ＞July2022 Vol.76
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特別徴収事務ご担当者様へ

（特定事業部 年金支払調整グループ）

＜ ＞July2022 Vol.76

介護保険料・国民健康保険料（税）・後期高齢者医療保険料・個人住民税の特別

徴収事務において注意していただきたい事項をまとめています。

担当課へぜひ回覧ください。

その事例をご紹介いたしますので、十分ご留意くださいますようお願いいたします。

平素より年金事業にご理解とご協力を賜り誠にありがとうございます。

今回、特別徴収依頼通知（年次）の提出を前に、過去の事例を踏まえた公的年金からの

特別徴収における留意事項をご紹介いたしますので、特別徴収事務をご担当される皆様に

ご活用いただきますようお願いいたします。

公的年金からの特別徴収は、各市町村から国民健康保険団体連合会、国民健康

保険中央会及び地方税共同機構（以下「経由機関」という。）を通じて、特別徴

収依頼通知（年次）と各種異動通知（月次）を日本年金機構（以下「機構」とい

う。）に提出いただき実施しているところです。

しかしながら、これらの通知の作成時において、定められた内容となっていな

かったために特別徴収が行えない事象が発生しております。

（1）資格喪失等通知の理由について

特別徴収各種異動情報の資格喪失等の通知において、「41-02(転出による停止)」
とするところを誤って「41-01(死亡による停止）」として通知すると、公的年金か
らの特別徴収が停止になるとともに、年金の支払いも停止となりますので、通知を
作成する際は十分ご注意ください。

（2）住所地特例対象者に関する内容について

① 市区町村から、日本年金機構に「81-01(住所地特例該当通知)」を通知
したにも関わらず、年次の特別徴収対象者情報が送付されてこないとの照
会を多くいただきます。
「81-01(住所地特例該当通知)」を年次の特別徴収対象者情報に反映させ
るためには、機構が年次の特別徴収対象者情報を作成する時期までに、機
構に通知する必要があります（令和5年３月の異動情報の経由機関から機構
への提出日は３月２０日）。

Ⅰデータ作成時の留意事項

※ 遅れて通知された場合は、年次処理の対象者抽出に間に合わないため、
翌年度に住所地特例対象者として特別徴収対象者情報を作成すること
となります。
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（2）住所地特例対象者に関する内容について（続き）

（3）特別徴収の対象となる年金について

② 年度の途中で特別徴収を中止した場合は、住所地特例も解除され、翌年
度の年次の特別徴収対象者情報が通知されないことに注意してください。
この場合、機構が年次の特別徴収対象者情報を作成する時期までに、

「81-01(住所地特例該当通知)」をあらためて通知してください（令和5年
３月の異動情報の経由機関から機構への提出日は３月２０日）。この通知
を受けて、機構が翌年度から、住所地特例対象者として特別徴収対象者情
報を市区町村に送付します。

③ 住所地特例対象者として特別徴収を行っている方が、改めて特別徴収を
行っている市区町村に住民登録が行われると、機構から特別徴収追加候補
者情報「30-02（住所変更者）」を送付します。
この場合、既に介護保険料のみ特別徴収を行っている方について、新た

に国民健康保険料（税）または後期高齢者医療保険料の特別徴収を開始し
ようとする場合には、特別徴収継続中の介護保険料についても「31-01
（対象者）」として特別徴収追加依頼通知をお願いいたします。
特別徴収継続中であることを理由として、介護保険料を「31-03（非対

象者）」で通知すると、特別徴収開始依頼通知が経由機関においてエラー
となり、特別徴収が行えませんのでご注意ください。

老齢厚生年金及び老齢基礎年金を受給している65歳以上の方について、特別徴収
の対象となる年金は老齢基礎年金のみです。
よって、老齢基礎年金の年金額が政令で定める額（年額18万円）以上である場合

に、機構から経由機関を通じて各市区町村へ特別徴収対象者通知「00-01（新規
者）」または「00-02（継続者）」を送付しています。

※ 例年１月に送付している公的年金等支払報告書の年金額は老齢厚生年金と老齢
基礎年金の合計額となっています。そのため、公的年金等支払報告書の金額が
年額１８万円以上の方であっても、特別徴収対象とはならない場合があります
のでご注意ください。

※ 「31-01（対象者）」通知に対して、介護保険料の特別徴収追加依
頼処理結果通知は 「31-51（相関性エラー）」となりますが、介
護保険料の特別徴収は継続されます。
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Ⅱデータ送信時の留意事項

〇 特別徴収依頼通知（年次）及び各種異動通知（月次）（以下「特別徴収
依頼通知等」という。）の情報交換時において、送信漏れや操作誤り等に
より、経由機関に正しくデータ送信がされず、適正に特別徴収ができなく
なった事象が発生しております。

〇 市区町村におかれましては、データの取り込み作業手順の確認や経由機
関へのデータ送信後の送信結果の確認について徹底いただくとともに、
データ作成等を委託している場合は、委託業者への注意喚起や委託業者が
作成したデータの確認を複数人で行うなどチェック体制を強化していただ
きますようお願いいたします。
なかでも、特別徴収依頼通知（年次）の情報交換は、１年間の特別徴収

の実施の可否や徴収金額をお知らせいただく大変重要な通知となります。
細心の注意を払い、特別徴収依頼通知の作成及び送信を行っていただきま
すようお願いいたします。

〇 データの送信漏れ等により、機構において特別徴収依頼通知が収録でき
なかった場合、その対象者については当該年度の特別徴収を行うことがで
きず、普通徴収で対応いただくことになります。

過去の事例をご紹介いたしますので、十分ご留意くださいますようお願いいたします。

送信時のデータ取り込み作業手順の誤り等により、経由機関に特別徴収依頼通知
等データが送信されなかった。

経由機関に、特別徴収依頼通知等データを送信したが、送信結果の確認を失
念し、送信エラーとなっていることに気付かず、正しいデータを送信できな
かった。

特別徴収依頼通知等のデータ作成を委託していた委託先の業者のミスにより、
誤ったデータを経由機関に送信してしまった。

事例１

事例２

事例３

介護保険料等特別徴収にかかる情報交換に関する市区町村様からのお問合せ先

◇ 日本年金機構 特定事業部 年金支払調整グループ 03-5344-1100（代表）

◇ 年金受給権者からのお問合せ先は、お近くの年金事務所またはねんきんダイ
ヤル（0570-05-1165）をご案内願います。

◇ 日本年金機構ホームページ（https://www.nenkin.go.jp）に特別徴収に関
するＱ＆Ａを掲載しています。

◇ 年金受給者の方がインターネットをご利用可能であれば、ぜひご案内くださ
い。トップページ⇒上部メニュー「年金Ｑ＆Ａ」⇒「年金の受給」 ⇒「各年
金給付に関連する共通の情報」⇒「年金からの介護保険料などの徴収」
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令和４年１０月から被用者保険の適用拡大が行われます

（事業企画部・厚生年金保険部・年金給付部）

〇 令和２年６月５日に「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する

法律（令和２年法律第40号）」（令和２年改正法）が公布されました。

〇 かけはし令和４年１月号、３月号では、令和２年改正法による改正事項のうち令和

４年４月以降に施行される事項の概要についてご説明しました。

〇 本号では、令和４年10月に施行される改正事項の概要や必要な手続き等についてご

説明します。

１．短時間労働者の適用拡大

２．適用事業所の範囲の見直し（士業の適用業種追加）

３．被用者保険の適用拡大に係る経過措置

４．被保険者の適用要件（雇用期間が2か月以内の場合）の見直し

１．短時間労働者の適用拡大

＜短時間労働者の勤務期間要件の撤廃＞

○ 健康保険・厚生年金保険の適用対象となる短時間労働者の要件について、「勤務期
間1年以上」の要件が撤廃されます。令和4年10月から、以下の条件に全て該当する方
が新たに適用対象となります。

被用者保険の適用拡大に伴い、これまで国民健康保険の被保険者の方が被用者保険
の被保険者等になる場合には、ご本人から市区町村に資格喪失等の手続きを行うこと
となります。

！

＜ ＞July2022 Vol.76

改正内容

＜適用事業所要件の見直し＞

○ 現在、厚生年金保険の被保険者数が501人以上の事業所で働く短時間労働者（週の所
定労働時間が20時間以上等、一定の要件を満たす者をいう。以下同じ。）は、健康保
険・厚生年金保険の適用対象となっています。

○ 令和4年10月から、被保険者数が101人以上の事業所で働く短時間労働者も、健康
保険・厚生年金保険の加入が義務化されます。令和6年10月からは、さらに51人以上
の事業所で働く短時間労働者も対象となります。
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２．適用事業所の範囲の見直し（士業の適用業種追加）

改正内容
○ 令和4年10月から、常時5人以上の従業員を雇用している士業の個人事業所は、健康

保険・厚生年金保険の強制適用事業所になります。

必要な手続き
施行日以降、短時間労働者の適用拡大の対象となる事業所の事業主は、短時間労働者に

係る「被保険者資格取得届」を提出する必要があります。

ガイドブック（事業主用）ガイドブック（従業員用）

必要な手続き

周知
日本年金機構ホームページ内に、「令和4年10月からの制度改正」の専用ページを

開設しています。パート・アルバイトの方や事業主向けのガイドブック等を掲載してい
ますので、お客様からのお問い合わせなどにご活用ください。

＜ ＞July2022 Vol.76

※令和４年8月に適用拡大の対象となる事業所に対して、事前のご案内を送付予定です。

「パート・アルバイトのみなさまへ
配偶者の扶養の範囲内でお勤めのみなさまへ」

「従業員数500人以下の
事業主のみなさまへ」

弁護士、沖縄弁護士、外国法務弁護士、公認会計士、公証人、司法書士、
土地家屋調査士、行政書士、海事代理士、税理士、社会保険労務士、弁理士

＜適用の対象となる士業＞

○ 施行日以降、常時5人以上の従業員を雇用している士業の個人事業所の事業主は、
「新規適用届」と「被保険者資格取得届」を提出する必要があります。

○ 適用事業所となる場合、次のアまたはイの方が健康保険・厚生年金保険の被保険者
となります。

ア．正社員の方
イ．パート・アルバイトのうち、1週の所定労働時間および1月の所定労働日数が

通常の労働者の4分の3以上である方
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３．被用者保険の適用拡大に係る経過措置

【経過措置により定額部分を引き続き受給する際のイメージ】

（在職による支給停止)

届出を行うことで年金の
定額部分を引き続き受給
（加給年金を含む。）

令和４年 10月１日に被保険者資格を取得

報酬比例部分
報酬比例部分

定額部分(障害者・長期加入者特例) 全額支給停止

継続して雇用

（令和4年11月分～）
※届出をいただく時期によって、
一旦、年金の定額部分の支給が
停止される場合があります。

改正内容・必要な手続き
○ 老齢厚生年金を受給している方が、厚生年金保険の被保険者（短時間労働者を含む）

になった場合、年金の一部または全部が支給停止となることがあります。（在職老齢
年金）

４．被保険者の適用要件（雇用期間が２か月以内の場合）の見直し

改正内容・必要な手続き
○ ２か月以内の期間を定めて雇用される場合は、健康保険・厚生年金保険の適用除外と

なりますが、令和4年10月から、当初の雇用期間が2か月以内であっても、当該期間を
超えて雇用されることが見込まれる場合は、雇用期間の当初から健康保険・厚生年金保
険に加入となるため、「被保険者資格取得届」を提出する必要があります。

ア．就業規則、雇用契約書等において、その契約が「更新される旨」、また「更新
される場合がある旨」が明示されている場合。

イ．同一事業所において、同様の雇用契約に基づき雇用されている者が、更新等に
より最初の雇用契約の期間を超えて雇用された実例がある場合。

※ 届出様式は、令和４年11月下旬から経過措置の対象となる可能性のある方に送付予定です。

○ 次のアおよびイの条件に該当する方は、「障害者・長期加入者特例に係る老齢厚生
年金在職支給停止一部解除届」を提出することで、年金の定額部分を引き続き受給す
ることができます。

ア．令和４年９月30日以前から障害者または長期加入者の特例に該当する老齢厚生年金の
受給者

イ．令和４年９月30日以前から引き続き同一の事業所に使用されている方が、前記１また
は２のいずれかの理由で令和４年10月１日に厚生年金保険の被保険者となる場合

＜ ＞July2022 Vol.76

○ 老齢厚生年金を受給している６５歳未満の方のうち、障害者※１または長期加入者※２

の特例対象者が厚生年金保険の被保険者になると、年金の定額部分（加給年金額が加算
されているときは加給年金額も含みます。）が全額支給停止となります。
※１ 障害の状態（障害厚生年金の１級から３級に該当する障害の程度）にある方
※２ 厚生年金保険の被保険者期間が 44 年（共済組合等の期間は含みません）以上ある方

○ 具体的には以下アまたはイのいずれかに該当する場合です。

＜雇用期間が2か月以内であっても適用される場合＞
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令和４年度「わたしと年金」エッセイを募集しています！

（相談・サービス推進部）

＜ ＞July2022 Vol.76

●主催：日本年金機構
後援：厚生労働省、文部科学省、全国高等学校長協会、全国都道府県教育委員会連合会

●応募資格
中学生以上の方

●応募締切
令和４年９月９日（金）当日消印有効

●提出先
〒１６８ー８５０５ 東京都杉並区高井戸西３－５－２４

日本年金機構 相談・サービス推進部

サービス推進グループ「わたしと年金」担当

●賞

厚生労働大臣賞、日本年金機構理事長賞、優秀賞、入選

（賞状の授与並びに記念品を贈呈します。）

※ 応募要項や過去の受賞作品等、

詳細は日本年金機構ホームページをご覧ください。
https://www.nenkin.go.jp/

「わたしと年金」エッセイの募集にあたっ
ては、ポスターやリーフレットを用意して
います。

募集期間中のポスターの掲示やリーフ
レットの設置につきまして、是非、ご理
解とご協力をお願いします。

日本年金機構では、市（区）役所または町村役場をはじめ関係機関・関係団体の協力

のもと、地域に根ざした公的年金制度の周知・啓発活動を「地域年金展開事業」と位置

付け、積極的に実施しているところです。

その一環として、広く国民の皆さまに公的年金制度との関わりを考えていただくよう、

応募者ご自身やご家族との公的年金制度の関わり、公的年金の大切さなどをテーマに、

「わたしと年金」エッセイを募集しています。

応募作品の中から厳正な審査のうえ、優れた作品について、厚生労働大臣賞、日本年

金機構理事長賞、その他各賞を選定し、受賞者の方に表彰状の授与や記念品を贈呈する

ほか、作品を日本年金機構ホームページへ掲載します。

是非、各地域の皆さまへの周知をお願いいたします。
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この度、市区町村窓口でのお客様対応等に活用いただくことを目的として、国民年金関

係の主な届書に係る記入例と記入時の注意点等を整理した資料を新たに作成しました。

本資料は日本年金機構ホームページに掲載しておりますので、従来の研修資料と併せて、

日々の業務にご活用いただけますと幸いです。なお、資料の掲載先は、本誌14ページの

「市区町村職員向けの研修資料を日本年金機構ホームページに掲載しました」をご確認く

ださい。

「国民年金関係の主な届書に係る記入例」を新たに作成しました

（事業推進統括部）

＜ ＞July2022 Vol.76

【表紙】

【内容の一例】

ページの左側に記入例、右側に記入時の注意点等を配置し、それぞれ照らし合わせながら確
認できるような構成としています。一つ一つ内容を整理して、理解を深めていきましょう。

本資料に掲載している届書等は以下のとおりです。
・国民年金被保険者関係届書（申出書）
・国民年金保険料免除・納付猶予申請書
・国民年金保険料学生納付特例申請書
・国民年金保険料免除・納付猶予申請書（ハガキ形式）
・国民年金保険料学生納付特例申請書 （ハガキ形式）
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市区町村職員向けの研修資料を日本年金機構ホームページに掲載しました

（事業推進統括部）

＜ ＞July2022 Vol.76

日本年金機構では、国民年金事務に携わる市区町村職員の方を対象に研修を行っていま

す。このうち、新任担当者を対象とした研修で使用する資料を日本年金機構ホームページ

に掲載しましたので、その内容についてお知らせします。

〇 日本年金機構ホームページに掲載している研修資料

〇 掲載先

資料名 内容

「国民年金制度の基本的事項
（適用・保険料編）」

国民年金の資格取得（喪失）、保険料額、免除や追納制度等
に関する概要をまとめたもの

「国民年金制度の基本的事項
（年金給付編）」

公的年金（老齢・遺族・障害）の給付に関する概要をまとめ
たもの

「国民年金事務の窓口相談時の
留意点」

窓口での相談対応時における留意点をまとめたもの

「国民年金関係の主な届書に
係る記入例」

市区町村窓口で受付する主な届書等に係る記入例及び記入時
の注意点をまとめたもの

「年金請求書の記入等に係る
注意点」

未支給年金、老齢年金、遺族年金に係る記入例及び記入時の
注意点等をまとめたもの

新任担当者向けの研修で使用する資料です
が、国民年金事務に従事する市区町村職員
に向けた内容となっていますので、日々の
業務を行う中で、ぜひこれらの資料を活用
していただければと思います。

click!

資料を掲載している
ページに遷移します。
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国民年金保険料のご案内を民間委託しています。

（国民年金部）

◎ 国民年金保険料収納業務の民間委託（市場化テスト）について

日本年金機構は、国民年金保険料の納め忘れがある方に対する「電話や文
書、戸別訪問による納付案内と免除・猶予制度の申請手続きの案内、その他
口座振替等の案内」について、民間委託を実施しています。

民間委託事業者では、お客様の状況に応じて文書、電話及び戸別訪問によ
る督励を行っています。

市場化テスト受託事業者と担当地区は次のとおりです。

市場化テスト受託事業者 担 当 地 区

アイヴィジット・
東洋紙業共同企業体

北海道 青森県 岩手県 秋田県 宮城県 山
形県 福島県 群馬県 東京都（多摩地区）
新潟県 山梨県 長野県

㈱バックスグループ

茨城県 栃木県 埼玉県 千葉県 東京都（特
別区・島しょ部） 神奈川県 富山県 石川県
愛知県 静岡県 岐阜県 三重県 福井県 滋
賀県 京都府 兵庫県 大阪府 奈良県 和歌
山県 鳥取県 島根県 岡山県 広島県 山口
県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県
佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿
児島県 沖縄県

※【東京都（特別区・島しょ部）】

東京２３区内の各年金事務所管轄地区

【東京都（多摩地区）】

立川、武蔵野、青梅、八王子、府中の各年金事務所管轄地区

※ 受託事業者及び実施事業の詳細については、日本年金機構ホームページ
をご覧ください。

日本年金機構ホームページ
https://www.nenkin.go.jp/service/kokunen/shunoitaku/

minkan-itaku/20150501.html
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障害年金センター

第 28回 !

平素より年金事業にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。

「障害年金講座」コーナーでは、市区町村の皆様方向けに、障害年金に関する窓口事務

での注意点やよくある返戻事例等、さまざまな情報をお届けしております。

毎号、市区町村の皆様方の日々の業務にお役立てできるよう努めてまいりますので、今

後ともよろしくお願いいたします。

さて、今回のテーマは、 です！障害状態確認届について

＜ ＞July2022 Vol.76

今号では、障害年金の受給権者が指定された年に提出する「障害状態確認届」に関す

る基本的な事項をご紹介します。

１．障害状態確認届とは

障害給付※1の受給権者となった者のうち、今後も障害の程度の審査※2が必要である

と厚生労働大臣に指定された者が、障害の現状に関する医師又は歯科医師の診断書を提

出する際の届書を「障害状態確認届」といいます。

「障害状態確認届」は、審査の必要な時期に障害年金の受給権者宛てにお送りします。

＜解説＞

※１ 障害給付とは、障害基礎年金、障害厚生年金のほか、旧三共済、旧農林共済、旧法による障害年金を含みます。

※２ 「障害状態確認届」は、厚生労働大臣が指定した年（１～５年ごと）に送付します。誕生月の月末までに提出
していただき、日本年金機構が審査します。

２．障害状態確認届の送付

「障害状態確認届」は、受給権者の誕生月の３か月前（月末頃）に、日本年金機構から

返信用封筒を同封して送付します。

以前は誕生月の前月末に送付していましたので、作成期間は１か月間しかありません

でしたが、令和元年8月生月者分から作成期間が３か月間に拡大されました。

また、２０歳前障害基礎年金等の受給権者が提出する「障害状態確認届」についても、

以前は６月末頃に送付して７月末までに提出する必要がありました。

令和元年７月１日からは、誕生月の３か月前の月末頃に送付して、誕生月の月末まで

に提出することになっています。

例えば、9月生まれの者は6月末に送付されますので、医療機関に記入を依頼して誕

生月の月末までに提出します。

６月 ７月 8月 9月 10月

誕生月

「障害状態確認届」
送付時期

「障害状態確認届」
提出期限

作成期間

誕生月の３か月前（月末頃）

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwij3rm3j93VAhWEgLwKHfh_C5UQjRwIBw&url=http://taxxreturn.com/category/%E3%83%95%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%82%B9%E3%81%AB%E3%81%AA%E3%81%A3%E3%81%9F%E3%82%89/&psig=AFQjCNGfiPYcOUVektH6ehEiejsvb-AbIA&ust=1503019764330796


July2022 Vol.76＜ ＞17

「障害状態確認届」を送付した障害基礎年金等の受給権者については、現況届（診断

書）要提出者一覧表を市区町村宛てに送付しますので、ご照会や相談の際にご活用くださ

い。

なお、「障害状態確認届」を提出する際、同封した返信用封筒が無い場合は、送付先を

年金事務所に確認してください。

誕生月の前月になっても「障害状態確認届」が届かない
場合は、申請すれば再発行してもらえますか？

～こんなときどうする？～

「障害状態確認届」は再発行することができません。
このようなお問合せがあった場合は、市区町村またはお近くの年金事務所

に用意している診断書様式（新規請求時や額改定請求時に使用する様式）を
使用して提出するようご案内してください。また、診断書様式は、日本年金
機構ホームページ（https://www.nenkin.go.jp/）からダウンロードするこ
ともできます。

「障害状態確認届」以外の様式で提出する場合の留意点

　

(

    （基礎年金番号）　  　　　（年金コード） 　　　　（氏　名）　　　　　（生 年 月 日）

   １２３０－９９９９９９－５３５０　　　精神　厚子　　昭39年１1月２５日生

  
　

　

     

精

（フリガナ）

氏   名

住   所

①

　障害の原因と
　

傷病の発生年月日

精神　厚子

セイシン　　　アツコ　

999 － 9999

住所地の郵便番号

都東京

昭和
平成

国 民 年 金
厚 生 年 金 保 険

　昭和 39 年 11 月 25 日 （５７歳

頃27 年 7
年 月 日)

日月

診　　断　　書

双極性障害
②

生年月日

本人の申立て

市高井戸 機構町　9-9-9

本人の発病

時 の 職 業

診療録で確認

（精神の障害用）　

      

〇〇市
年金係

2022.3.13

２．市区町村で受付した場合は、診断書右上
に市区町村の受付印を押してください。

１．診断書左上に基礎年金番号・年金コード、
氏名、生年月日を記載してください。
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「障害状態確認届」の提出がない受給権者に対しては、督促用の障害状態確認届（現況

届）を送付して提出勧奨を行います。

「障害状態確認届」が誕生月の月末までに提出されない場合は、誕生月の翌月後、最初

に到来する年金の支払分から一時差止めとなる場合もあります。また、受給権者には

「障害状態確認届（診断書）の提出について（督促）」のお知らせ文書をお送りしてい

ます。

障害状態確認届の現症日が提出期限を過ぎていても、
提出は可能ですか？

～提出期限を過ぎてから障害状態確認届が提出された場合について～

提出期限を過ぎても提出は可能です。
ただし、提出時期と現症日によって年金の支払いが差止になる期間

が発生する場合があります。

提出期限までに提出ができない場合、
私の年金はどうなりますか？

一時差止めをする場合があります。提出期限までに提出ができない
場合は、お近くの年金事務所にご相談していただき、お早めに提出
をお願いします。

３．提出勧奨

機構から送付された「障害状態確認届」 をなくしたと思い、
それ以外の様式で手続きを進めていたら、機構から送付された
「障害状態確認届」が見つかりました。
機構から送付された「障害状態確認届」は破棄していいですか？

～こんなときどうする？～

機構から送付した「障害状態確認届」は、基礎年金番号等が記載されている
ため、破棄せずに作成した「『障害状態確認届』以外の様式」と一緒にご提出
ください。
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免除または納付猶予の承認を受けた期間がある場合は、保険料を全額納付したときに比べ、将来受け取
る年金額が少なくなります。

将来受け取る年金額を補うために、10年以内であれば、後から保険料を納めることができます。

申請方法や申請書等は、日本年金機構のホームページ（https;//www.nenkin.go.jp/）に掲載しており
ます。

〜国⺠年⾦保険料の免除期間・納付猶予期間がある⽅へ〜

国⺠年⾦保険料の追納をおすすめします！

広報の広場
市区町村広報紙の原稿にご利用ください！

いつも国民年金制度の周知にご協力いただきありがとうございます。
ぜひ、自治体のホームページやSNS、広報誌での周知にご協力をお願いします。

令和3年1月以降に収入が減少した場合、引き続き令和4年度（令和4年7月から令和5年6月まで）も国
民年金保険料の臨時特例免除を希望される方は、再度申請が必要となりますので、忘れずに申請をお願い
いたします。

申請方法や申請書等は、日本年金機構のホームページ（https;//www.nenkin.go.jp/）に掲載しており
ます。

新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少している方へ

（参考）機構ホームページの掲載場所

「年金の制度・手続き」を
クリック

「国民年金」→「国民年金保険料の免除・
猶予・追納」の順に進んでください

＜ ＞July2022 Vol.76
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地域の独自情報

筆者が通っていた中学校では「自問自答清掃」をしていました。教員も生徒も無言
で掃除。掃除したくなければ「なぜ掃除したくないのか」を自問自答。掃除をしてい
る最中も「なぜ掃除をするのか」を自問自答。とにかく自問自答する時間でした。今
も何かしら迷いが出てくると、掃除しながらの自問自答で考えを整理しています。校
長先生の「大人になってからの自問自答は大事！」が分かる年齢になったようです…。

さて、「かけはし」は皆様方のご意見とご要望をいただきながら、様々な情報を提
供していきたいと考えております。今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

＜ ＞July2022 Vol.76


